
学術研究の推進体制に関する審議のまとめ
－国公私立大学等を通じた共同利用・共同研究の推進－

【報告】
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共同利用・共同研究拠点の制度的位置付け＆整備 （１）

（共同利用・共同研究拠点の制度的位置付けの明確化）
①国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点について、学校教育法施行規則等に必要な規定を設けるべき。
②既存の拠点組織の見直しを行うとともに、これまで拠点のなかった分野等についても、研究者コミュニティの意向を踏まえ、必要な

場合には拠点の整備を行っていくことが必要。

（国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点の整備）
③国全体の学術の発展のため、並びに学術の継承・普及・活用に不可欠な人材育成のために、国公私立を問わず大学の研究ポテンシャ

ルを活用し国として最善の研究体制を整備する観点から、公私立大学についても共同利用・共同研究の拠点としてふさわしい研究環
境や特色ある設備・資料等を有する場合には、拠点として位置付け、重点的に支援すべき。

報 告 書

（共同利用・共同研究拠点の制度的位置付けの明確化）
①「学校教育法施行規則の一部改を改正する省令（平成20年文部

科学省令第22号）」及び「共同利用・共同研究拠点の認定等に
関する規程（平成20年文部科学省告示第１３３号）」（以下、
規程と言う。）を平成20年７月31日付け公布・施行。

学校教育法施行規則第１４３条の３
１ 大学には、学校教育法第９６条の規定により大学に附置さ
れる研究施設として、大学の教員その他の者で当該研究施設
の目的たる研究と同一の分野の研究に従事する者に利用され
るものを置くことができる。

２ 前項の研究施設のうち学術研究の発展に特に資するものは、
共同利用・共同研究拠点として文部科学大臣の認定を受ける
ことができる。

② 従前、全国共同利用型の研究機関がなかった分野を整備。
［具体例］
農学 資源植物科学研究所（岡山）
医学 医科学研究所（東京）、がん進展制御研究所（金沢）
経済学 経済研究所（一橋）、社会経済研究所（大阪） 等

② 従前、全国共同利用型の研究機関が少なかった分野を整備。

［全国共同利用型］［共同利用・共同研究拠点］
理学・工学系 ２８ ＋ ５ ３３
医学・生物学系 １１ ＋１９ ３０
人文学・社会科学系 ３ ＋ ８ １１

（国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点の整備）
③ 新たに私立大学に拠点を整備。

［共同利用・共同研究拠点の整備状況］
国立大学 ２７大学７４拠点８６機関
私立大学 ７大学 ９拠点 ９機関

［私立大学に対する支援状況］
特色ある共同研究拠点の整備の推進事業

平成24年度予算額 322百万円（357百万円）
＞豊富な学術資料やデータ等を有する大学の既存研究組織のポテンシャルを
最大限に活用し、人文・社会科学分野をはじめとする特色ある分野を対象
として私立大学等における共同利用・共同研究拠点を整備することにより、
我が国の学術研究の基礎強化と新たな学術研究の展開を図る。

対応状況



一分野多拠点＆ネットワーク型拠点 （２）

（一分野一拠点の原則の見直しと柔軟な形態の拠点整備）
①研究分野によっては、一定の役割分担の下で複数の拠点を設けて相互に連携を図ったり、一定の地域においてその地域の研究者が集
結する拠点を設けることで地域の学術研究の活性化とレベルアップを図る。研究者コミュニティにおいて適切な範囲を設定。

②幅広いミッションを掲げる大規模な研究所等においては、その一部が拠点となったり、場合によっては一つの研究所が複数の拠点を
包含したりすることも考えられる。

（ネットワーク型の拠点の形成）
③分野の特性等に応じ、従来のような固定的な組織ではなく、ネットワーク型の拠点形成が可能となるような形態も推進すべき。その
他、研究分野の特性に応じ、多様な形態を工夫すべきである。

報 告 書

（一分野一拠点の原則の見直しと柔軟な形態の拠点整備）
① 経済学分野において、以下の３研究機関の特色を活かした役

割分担のもとで拠点に認定。

［日本および世界経済の高度実証分析拠点］
（一橋大学経済研究所）
政府統計ミクロデータの利用環境の整備を中心に、理論と実証の相乗的な研
究効果を包括した制度・政策研究を推進

［先端経済理論の国際的共同研究拠点］
（京都大学経済研究所）
マクロ経済動学を含む複雑系経済学、空間経済学、ゲーム理論等の先端経済
理論分野の国際的共同研究を推進

［行動経済学研究拠点］
（大阪大学社会経済研究所）
我が国の社会経済制度の設計や経済政策の立案に貢献する行動経済学を推進

② 以下の２研究機関においては、その一部を拠点として認定。

［社会調査・データアーカイブ共同利用・共同研究拠点］
東京大学 社会科学研究所 附属社会調査・ﾃﾞｰﾀｱｰｶｲﾌﾞ研究ｾﾝﾀｰ

［アジア研究・情報開発拠点］
東京大学 東洋文化研究所 附属東洋学研究情報ｾﾝﾀｰ

（ネットワーク型の拠点の形成）
③ 以下の３拠点をネットワーク型として認定。

［物質・デバイス領域共同研究拠点］
電子科学研（北海道）、多元物質科学研（東北）、資源化学研
（東京工業）、産業科学研（大阪）、先導物質化学研（九州）

［学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点］
情報基盤Ｃ（北海道）、サイバーサ
イエンスＣ（東北）、学術国際情報Ｃ
（東京工業）、情報基盤Ｃ（東京）、
情報基盤Ｃ（名古屋）、学術情報メデ
ィアＣ（京都）、サイバーメディアＣ
（大阪）、情報基盤研究開発Ｃ（九州）

［海洋生物学研究共同推進拠点］
下田臨海実験Ｃ（筑波）、海洋基礎生
物学研究推進Ｃ（東京）

※下線を引いた研究機関は、各ネットワ
ーク型拠点の中核機関。

電子研

多元研

資源研

産業研

先導研

対応状況

○物質・デバイス領域共同
研究拠点を構成する研究機
関の所在地



共同利用・共同研究拠点の運営体制 （３）

①共同利用・共同研究の効果的な推進のためには、研究者コミュニティの自主性・自律性に基づいた運営を確保することが極めて重要
であり、開かれた運営体制を整備し、運営に外部研究者の意見を反映する仕組みを整える必要。（ネットワーク型も同様。）

②国際的な共同利用・共同研究拠点にあっては、海外の研究者の意見の反映にも配慮することが必要。
③研究者コミュニティによる運営を確保するためには、拠点組織の研究者の人事に関しても外部の意見を取り入れるなどの配慮。

報 告 書

① 規程第３条第４項において、拠点認定の基準として以下の要
件を明記。

第３条
４ 共同利用・共同研究の実施に関する重要事項であって、申
請施設の長が必要と認めるものについて、当該申請施設の長
の諮問に応じる機関として、次に掲げる委員で組織する運営
委員会等を置き、イの委員の数が運営委員会等の委員の総数
の２分の１以下であること。
イ 当該申請施設の職員
ロ 関連研究者
ハ その他当該申請施設の長が必要と認める者

参考①：ネットワーク型拠点の特徴的な運営体制
（物質・デバイス領域共同研究拠点、中核機関：大阪大学産業科学研究所）

参考①＆②：運営委員会等の委員にしめる外部研究者の割合＆
海外研究者の割合（平成22年６月末）

・内部研究者 １７５人
・外部研究者 ４６３人
・海外研究者 ５人

計 ６４３人

参考①＆②：運営委員会等を構成する外部研究者数＆海外研究
者数の推移〔単位：人〕

※従前の全国共同利用型４８研究機関について確認。

参考①＆②：特徴的な運営体制＆運営体制の強化
（岡山大学地球物質科学研究センター運営・勧告委員会）
委員１０名、うち外部研究者７名、うち海外の研究者４名
（米１、英２、豪１）

対応状況
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共同利用・共同研究の公募＆参加する研究者への支援 （４）

（共同利用・共同研究の公募）
①共同利用・共同研究の実施にあたっては、国公私立大学等の研究者に対して広く研究課題の公募を行い、関連研究分野の動向を踏ま
え、外部研究者を含む合議体により公正な採択を行うことが必要。

（共同利用・共同研究に参加する研究者への支援）
②共同利用・共同研究の拠点組織においては、共同利用・共同研究に参加する外部の研究者への支援を適切に行うため、必要な事務職

員や技術職員を配置するなど、体制を整備することが必要。
③共同利用・共同研究の形態に応じて、外部から参加する研究者が研究を実施するために必要なスペースや情報基盤へのアクセス等を

確保することが必要。さらに、形態によっては、国内外の研究者のための宿泊施設が確保されるようにすることも望ましい。

報 告 書

（共同利用・共同研究に参加する研究者への支援）
②＆③ 規程第３条第６項＆第７項において、拠点認定の基準と
して以下の要件を明記。

第３条
６ 共同利用・共同研究に参加する関連研究者に対し、申請施
設の利用に関する技術的支援、必要な情報の提供その他の支
援を行うために必要な体制を整備していること。

７ 全国の関連研究者に対し、共同利用・共同研究への参加の
方法、利用可能な施設、設備及び資料等の状況、申請施設に
おける研究の成果その他の共同利用・共同研究への参加に関
する情報の提供を広く行っていること。

参考②：技術職員の人数（平均）の推移〔単位：人〕

（共同利用・共同研究の公募）
① 規程第３条第５項において、拠点認定の基準として以下の要
件を明記。

第３条
５ 共同利用・共同研究の課題等を広く全国の関連研究者から
募集し、関連研究者その他の申請施設の職員以外の者の委員
の数が委員の総数の２分の１以上である組織の議を経て採択
を行っていること。

参考①：応募件数及び採択件数（平均）の推移〔単位：件〕

参考②：特徴的な事務職員及び技術職員の整備
（北海道大学北キャンパス合同事務部）
共同利用・共同研究拠点である電子科学研究所や触媒化学研

究センター等の事務を一元的に担当し、拠点活動に係る事務の
効率化を実現。

対応状況
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共同利用・共同研究拠点における人材の流動性＆人材育成 （５）

（人材の流動性）
①共同利用・共同研究の活性化のためには、拠点組織とその他の国公私立大学との間での人事の流動性を高めることが重要である。所
属を超えた人事の流動性を高めるためには、必要に応じ任期制や公募制を採用するほか、異動によって研究者が不利にならないよう
な仕組みも必要であり、年俸制の導入は方策の一つと考えられる。

②国公私立大学において、それぞれの主体的な判断により研究者の休業制度を設けるなどの工夫が望まれる。また、優秀な研究者が拠
点における研究活動に専念できるよう、各種フォローアップ制度の活用や、所属大学における代替教員の確保に必要な経費の支援を
行うための方策の検討も必要。

（人材育成）
③共同利用・共同研究拠点においては、全国の国公私立大学と連携・協力して大学院教育等に貢献するとともに、若手研究者の共同利

用・共同研究への参加を推進し、関連分野の人材育成に積極的な役割を果たすことが望ましい。

報 告 書

（人材の流動性）
参考①：任期制の導入拠点数の推移〔単位：拠点〕
※従前の全国共同利用型４８研究機関について確認。
※海洋研究所と気候システム研究センターの統合のため、FY20-FY21は減少。

参考②：現員にしめる任期制／公募制により採用された教員の
割合の推移

（人材育成）
参考③-a：大学院生等の受入人数（平均）の推移〔単位：人〕

参考③-b：学部・研究科等との教育上の特徴的な連携・協力に
係る取組

（東北大学電気通信研究所）
平成22年度、若手研究者の独創的な発想に基づく研究への助成として、「

独創的支援プログラム」を新設し、２件を採択。

（広島大学放射光科学研究センター）
ＨｉＳＯＲビームラインを活用した実験プログラムを岡山大学大学院の教

育カリキュラムに組み込み、実践的人材育成を実施。（岡山大学と広島大学
との共同事業。）

対応状況
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共同利用・共同研究に係る情報提供・研究成果の発信＆国際的な視点 （６）

（情報提供・研究成果の発信）
①全国の多様な研究者の参加を促進するため、共同利用・共同研究に関する情報提供を充実させることが重要である。とりわけ、研究
成果に係る情報発信については、研究者コミュニティの発展に資するとともに、社会に対する説明責任を果たす観点からも、積極的
な取組が求められる。

（国際的な視点）
②共同利用・共同研究拠点は、我が国における当該研究分野の中核的研究拠点として国際的なレベルの研究を推進し、当該分野の研究
の発展をリードする役割を果たすことが求められる。また、国際的な連携が不可欠な分野等においては、当該分野の国際的な連携・
協力の窓口としての役割を果たし、内外の研究者の交流の場を提供することも期待される。国際的な共同研究を実施するためには、
国際的にも魅力ある研究活動を推進し、海外の諸機関と継続的な友好関係を構築することが必要であるとともに、国際的な対応を専
門とする事務職員の配置や組織の設置など、外国の研究者の受け入れのために必要な環境や仕組みの整備も必要。また、国際的にも
中核的な研究拠点を目指すためには、国際公募を実施、待遇面等について柔軟な人事制度を整えることにより、国内外から卓越した
研究者を集め、国際的な研究環境を目指すことも考えられる。さらに、国際的に当該分野をリードする役割を果たすためには、海外
の若手研究者を受け入れたり、拠点において育った人材を海外の研究機関や国際機関等に送り出したりすることも重要。

報 告 書

（国際的な視点）
参考②-a：共・共による外国人研究者の受入人数（平均）の推
移〔単位：人〕

参考②-b：国際的な視点を持った特徴的な取組
（東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所）
中東研究日本センター（レバノン）における臨地国際共同研究の成果として、

9.11テロ等の背景理解に基づく共存・共生の条件を政財界等に提言。

（情報提供・研究成果の発信）
参考①-a：シンポジウムやセミナーなどの実施件数（平均）の
推移〔単位：件〕

参考①-b：情報発信・広報活動に関する特徴的な取組
（名古屋大学太陽地球環境研究所）
専門的知識を子どもたちにわかりやすいようにＱ＆Ａ方式や漫画で説明す

る啓蒙冊子「５０のなぜ」や「○○ってなんだ」シリーズを刊行。

（国内／国際）
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共同利用・共同研究拠点の評価 （７）

①共同利用・共同研究拠点としての役割・機能を十分に果たしているか、不断の評価を行うことが必要。
②共同利用・共同研究の評価においては、研究者コミュニティの要請に応えているか否かという観点が重要であり、開かれた運営体制
による日常的な評価機能に加え、定期的に外部評価を受けることが重要。また、分野の特性に応じ、国際的な評価を実施することも
必要。

③共同利用・共同研究による研究成果は、参加した研究者の成果として評価されるとともに、拠点組織の成果としても評価されるべき
である。また、大学におかれる拠点組織の活動の評価は、当該大学の評価にも適切に反映されるべきである。

報 告 書

①＆② 規程第７条第１項及び第２項に基づき、毎年度、共同利
用・共同研究の実施計画書及び実施状況報告書を提出。

第７条
１ 学長は、毎年度、当該年度における共同利用・共同研究の
実施計画を定め、当該年度の開始前に、文部科学大臣に提出
するものとする。

２ 学長は、毎年度終了後３ヶ月以内に、当該年度における共
同利用・共同研究の実施状況を取りまとめ、文部科学大臣に
提出するものとする。

参考②-a：拠点認定の前後１年間（H20～H22）における評価の
実施状況
・自己点検評価 ８３拠点中７５拠点が実施
・外部評価 ８３拠点中７２拠点が実施

参考②-b：自己点検評価＆外部評価に関する特徴的な取組
（東京大学大気海洋研究所）

平成22年度、海洋研究所及び気候システム研究センターが統合した年、
研究所一般公開及び研究所ＯＢ会に参加した一般人やＯＢから、今後の研
究の在り方等について意見を聴取し、それに基づいた自己評価を実施。

（京都大学生存圏研究所）
４名の外国人研究者を含む１６名の学識経験者が外部評価委員に付き、

共同利用・共同研究に関する取組や機能について、国際的な評価を含む、
多様な観点からの総合評価を実施。

③－１ 各国立大学法人の年度評価では、「教育研究等の質の向
上の状況」について、各法人が作成する実績報告書の総括的な
記載欄から注目すべき点を抜粋し、コメントを付すこととなっ
ているが、共同利用・共同研究の実施状況やその成果に関する
ことについては、特に、相応の知見を有する委員から構成され
た共同利用・共同研究拠点評価専門チームが検証することで、
当該評価に拠点活動が適切に反映される仕組みになっている。

③－２ 各国立大学法人の中期目標期間の評価では、「学部、研
究科、研究所等の教育研究の状況」について、各法人が作成す
る現況調査表に記載された客観的なデータを分析し、３段階の
評価を実施することとなっているが、共同利用・共同研究拠点
に認定されている研究所の研究水準の分析については、共同利
用・共同研究の実施状況やその成果の状況を踏まえることが、
分析の観点として定められている。

対応状況

評価基本チーム
〔構成員〕
国立大学法人の運営や財務に詳

しい方（大学役員ＯＢや会計士等）

〔審査方法〕
書面審査＆ヒアリングによる法

人の運営や活動に関する検証

評価専門チーム（拠点or病院）
〔構成員〕

研究所の共同利用・共同研究に
詳しい方、もしくは、病院の診療
に詳しい方
〔審査方法〕

書面審査。必要事項のヒアリン
グを基本チームに依頼



共同利用・共同研究拠点に対する国としての役割 （８）

（拠点の新設に係る手続等）
①既存の拠点組織についても、研究者コミュニティの意向を踏まえ、共同利用・共同研究が適切に行われているか等について、国とし
て定期的な評価と見直しを行う必要。

②共同利用・共同研究の拠点となる組織の改廃等は、大学等の独自の判断のみで行うことは適当ではない。

（経費の負担）
③国において安定的な財政措置を行うことが重要であり、…共同利用・共同研究に供する施設・設備等に係る経費についても、その負

担のあり方について新たな視点で検討する必要。

報 告 書

（拠点の新設に係る手続等）
① 今後、共同利用・共同研究拠点に関する作業部会等において、

評価の在り方等に関して検討。
② 共同利用・共同研究拠点の研究機関については、教育研究上
の基本組織として、国立大学法人中期目標の別表に位置付け。
このため、共同利用・共同研究拠点の研究機関を改廃等する

ためには、文部科学大臣の承認を得る必要。

（経費の負担）
③－１ 国立大学の拠点に対しては、その基盤的経費である国立
大学法人運営交付金の特別経費「全国共同利用・共同実施分」
により財政措置。
＞特別経費については、各法人における事業の優先度を尊重し
た適切な支援を図ることとしているが、例外として、「全国
共同利用・共同実施分」については、個々の法人の枠を越え、
我が国全体の学術研究の発展に資するよう、法人の優先度と
は異なる観点から財政措置を実施。

＞ネットワーク型拠点については、ネットワーク内における経
費の配分・使用を適切に行えるよう、各ネットワークの中核
機関に一括して財政措置を行い、そこから各構成機関への再
配分を実施するスキームを構築。

参考③：国立大学の共同利用・共同研究拠点に対する財政措置
の状況

＞骨太の方針2006において示された効率化計数▲１％等の影響
を受け、毎年度国立大学法人運営費交付金の全体額が目減り
する一方、拠点活動が本格始動した平成22年度に、拠点経費
の増額を実現。

＞平成21年度と平成24年度の差額
国立大学法人運営費交付金：▲272億円減
拠点経費：14億円増

対応状況

1兆1,695億円

1兆1,585億円

1兆1,528億円

1兆1,423億円

34億円
48億円 49億円 49億円

FY21
42全共型

FY22
70拠点

FY23
74拠点

FY24
74拠点

国立大学法人運営費交付金 同交付金特別経費（全国共同利用・共同実施分）



共同利用・共同研究拠点制度を取り巻く状況① （９）

（大学における研究環境）
○学術研究における施設・設備の大型化・高度化が進み、厳しい
財政状況とも相まって、個々の大学で整備が困難な状況に拍車
がかかっている。

○学術研究全体の傾向として、学問分野の細分化が進展する中に
あって、異分野の研究者を結集し、効果的に連携させるシステ
ムの重要性が高まっている。

○平成１６年度の国立大学の法人化以降、各大学間の競争が激化
する中にあって、所属機関の枠を超えて研究者が連携するシス
テムの重要性が高まっている。

（大学共同利用機関との連携強化）
○大学共同利用機関と共同利用・共同研究拠点は、研究者コミュ

ニティの要望を存立基盤として、共同利用・共同研究を行うと
いう点において、類似の性格を有している。

○共同利用・共同研究拠点の活動は、大学共同利用機関ではカバ
ーしていない分野もあり、こうした分野において、研究活動を
牽引する役割を担っている。

○今後、機構法人や大学共同利用機関には、共同利用・共同研究
拠点と相補的・協働的関係の下に、例えば、以下のような役割
が求められる。
＞関連する共同利用・共同研究拠点と効果的なネットワーキン
グを行う役割

＞新たな学問領域の創成に向けて、俯瞰的な視点から、より幅
の広い領域を対象にした共同研究を企画・立案・推進する役
割

＞幅広い研究者コミュニティの意見を集約しうる機能を活かし
て、カバーする研究領域について、隣接領域も含めた将来像
を構想する役割

（共同利用・共同研究の推進）
○独創的・先端的な学術研究の推進・発展のためには、同一分野
間はもとより異分野間の研究連携・協力が有効であり、国公私
立を問わず研究者間のネットワークや大学等間の協定によるネ
ットワークとその中心となる研究拠点の創成が重要である。大
学共同利用機関や共同利用・共同研究拠点は、このようなネッ
トワークの中心となる研究拠点としての役割を期待されており、
着実に連携・協力等の取組を進めているところである。さらに、
これらの機関への支援の充実による一層の機能強化を図ること
が求められる。

○また、これらの機関は、機関間の協働や連携による研究の推進、
領域融合の将来像や多分野への波及等に関する検討と取組の実
施、新たな研究コミュニティの育成など、新たな学問領域の創
成も含め異分野融合型研究の推進に中核的な役割を果たすこと
が期待される。
さらに、世界に通用する独創的・先端的な研究を推進するため
には、世界的な視野で共同利用・共同研究を推進する方策を企
画・立案するとともに、効果的な連携を図り、世界トップレベ
ルの研究を牽引していくことが期待される。

○なお、共同研究の推進やそのための関係機関の連携を強化する
ためには、研究拠点等への支援の充実とともに、研究拠点等の
研究者による他機関や異分野の研究者とのコーディネートが極
めて重要であり、その業務が研究者の業績として適切に評価さ
れることも求められる。

（科学技術・学術審議会における審議状況）

「大学共同利用機関法人及び大学共同利用機関の今後の
在り方について（審議経過報告）」（抄）

〔平成２２年８月学術分科会研究環境基盤部会〕

「学術研究の推進について（審議経過報告）」（抄）
〔平成２３年１月学術分科会〕



共同利用・共同研究拠点制度を取り巻く状況② （１０）

（拠点申請の可能性がある機関数） （拠点申請・認定に関する文部科学省のこれまでの
説明）

計４１機関（想定数）

①平成２１、２２年度に申請があったものの認定されてい
ない研究機関（３１件）

②平成２４年２月までに申請に関する問い合わせのあった
研究機関（７件、うち２件は①にも該当）

③国立大学附置研究所・センター長会議に加盟しているも
のの拠点となっていない研究機関（１４件、うち９件は
①または②にも該当）

平成２０年１０月６日付け各国公私立大学宛の事務連絡
（平成２１年度の「共同利用・共同研究拠点」の認定に係
るスケジュール等について）において、「平成２２年度以
降も認定に係る申請の受付を行う予定」としている。


